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１ 中期財政収支見通し

＜中期財政収支見通しの試算方法＞

■試算の前提条件
〇対象期間

令和２(2020)年度から令和６(2024)年度までの５年間を対象期間とします。

〇経済成長率
内閣府「中長期の経済財政に関する試算(R2.1.17）」のベースラインケースを基

に、全国と本県の経済成長率の乖離を考慮して設定します。

〔中期財政収支見通しに用いた経済成長率〕 （単位：％）

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R2～R6
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) 平均

名目経済成長率 ▲0.3 1.4 1.7 0.3 1.3 1.1 1.0 1.1

実質経済成長率 ▲0.4 0.2 0.7 ▲0.2 0.8 0.6 0.5 0.5

デフレーター 0.0 1.1 1.0 0.4 0.4 0.4 0.4 0.5

〔参考１〕行財政改革行動計画(R1.10)の中期財政収支見通しに用いた経済成長率 （単位：％）

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R1～R5
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) 平均

名目経済成長率 0.0 1.2 1.5 0.7 1.0 1.0 1.1

実質経済成長率 ▲0.1 0.1 0.4 0.2 0.5 0.5 0.3

デフレーター 0.1 1.1 1.1 0.5 0.5 0.5 0.7

○全国と本県の経済成長率の乖離
・名目経済成長率…▲0.5％ ・実質経済成長率…▲0.8％ ・デフレーター…＋0.3％

〔参考２〕今回の中期財政収支見通しの算定に用いたデータ

○内閣府「中長期の経済財政に関する試算」のベースラインケース （単位：％）

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R2～R6
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) 平均

名目経済成長率 0.1 1.8 2.1 0.7 1.7 1.5 1.4 1.5

実質経済成長率 0.3 0.9 1.4 0.5 1.5 1.3 1.2 1.2

デフレーター ▲0.2 0.9 0.8 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3

○全国と本県の経済成長率の乖離
経済成長率の推移における全国と本県の経済成長率の差(H20～H29平均)を中長期の経済財

政に関する試算に反映し、中期財政収支見通しに用いる経済成長率を設定
・名目経済成長率…▲0.4％ ・実質経済成長率…▲0.7％ ・デフレーター…＋0.2％
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■試算の考え方
令和２(2020)年度当初予算案を基に、最新の経済指標等を反映し、下表の試算の

考え方等により、一般会計を対象として中期的な財政収支見通しを試算(R2.2.5時点)
します。

■今後の変動要因
中期財政収支見通しについては、経済成長率や社会保障関係経費の増加など、一

定の前提のもとで試算していますが、次のような変動要因によって、現在の見通し
から大きく変動する場合があります。
(歳入)・経済成長率やデフレーター

・地方財政制度の変更や県税収入の状況 等
(歳出)・金利の動向（公債費）

・人事委員会勧告を踏まえた給与改定の影響（人件費）
・県央基幹病院を含む県立病院の役割やあり方検討に伴う繰出金への影響 等

［参考資料］ 中期財政収支見通しにおける主な試算の考え方

項 目 試算の考え方

県税 ・令和２(2020)年度当初予算（案）を基に、内閣府「中長期の経済財政に関す

る試算(R2.1.17)」のベースラインケースの名目経済成長率等を参考にした税

収の伸びや、現時点で予定する税制改正等の動向を反映して試算

歳 地方 ・令和２(2020)年度当初予算（案）を基に、県税収入見込みや公債費の交付税

交付税 措置額等を反映して試算

入 県債 ・公債費負担適正化計画（案）に基に、県債発行額を試算

・臨時財政対策債は、制度が当面継続することを想定し、令和２(2020)年度当

初予算（案）と同額で試算

国庫支 ・令和２(2020)年度当初予算（案）における財源充当状況を基に、令和２年度

出金 以降の歳出見込額に連動して試算

その他

人件費 ・令和２(2020)年度当初予算（案）を基に、現時点で想定される定期昇給や退

職手当等の見込みを反映して試算

・令和５(2023)年度までの職員給与の臨時的削減を反映して試算

歳 公債費 ・既発行分の元利償還金に、公債費負担適正化計画（案）に定めた令和２(2020)

年度以降の上記県債に係る試算に基づく県債発行予定分を加え試算

出 投資的 ・公債費負担適正化計画（案）を基に試算

経費 ・平成30(2018)年度から令和２(2020)年度までの国の「防災・減災、国土強靭

化のための３か年緊急対策」及び大規模施設事業は、個別に反映して試算

一般 ・社会保障関係経費は過去の伸び率（2.1％）等により試算

行政 ・税交付金は、県税収入見込みに連動して試算

経費 ・所要額見込事業は、総点検による見直し結果を各年度に反映

・その他の経費は、シーリングなど歳出歳入改革を反映した令和２(2020)年度

当初予算（案）を基に試算

- 2 -



歳入 A 12,092 11,853 12,188 12,066 11,946

県税 2,646 2,690 2,700 2,717 2,732

2,757 2,684 2,652 2,627 2,590

その他 6,689 6,479 6,836 6,722 6,624

うち国庫支出金 1,370 1,342 1,333 1,333 1,329

うち県債（資金手当債を除く） 2,186 1,951 2,310 2,185 2,047

うち資金手当債 112 107 112 100 124

うち行政改革推進債 78 82 78 79 78

うち退職手当債 34 25 34 21 46

歳出 B 12,197 11,956 12,289 12,158 12,106

2,402 2,338 2,322 2,289 2,335

2,970 2,819 3,152 3,006 2,863

うち県実負担 669 726 718 716 742

1,837 1,655 1,610 1,611 1,610

4,988 5,144 5,205 5,252 5,298

収支不足額 (A-B) C ▲ 105 ▲ 103 ▲ 101 ▲ 92 ▲ 160

県債管理基金（公債費調整分） D 55 39 0 0

財源対策的基金 E 50 64 101 92 160

合  計 105 103 101 92 160

県債管理基金（公債費調整分） F 0 0 0 0 0

財源対策的基金 G 50 50 50 50 50

合  計 50 50 50 50 50

県債管理基金（公債費調整分） (前年-D+F) 39 0 0 0 0

財源対策的基金 (前年+C+D+G) 381 367 316 274 164

合  計 420 367 316 274 164

R2
（2020）

R6
（2024）

人件費

公債費

投資的経費  ※

一般行政経費

取崩額

年度末
残高

年度内
積戻し

地方交付税＋臨時財政対策債

※R3以降、国補正予算等の有利な財源の活用による事業量の増加は見込んでいない。

(単位：億円)

区分
R3

（2021）
R4

（2022）
R5

（2023）

507 498 487
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381 381 367
316

274

164

371 337
275

194
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39
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0

100

200

300

400

500

600

H27年度末
(2015)

H28年度末
(2016)

H29年度末
(2017)

H30年度末
(2018)

R1年度末
(2019)

R2年度末
(2020)

R3年度末
(2021)

R4年度末
(2022)

R5年度末
(2023)

R6年度末
(2024)

財源対策的基金

県債管理基金（公債費調整分）

（億円）

(1) 今後の財政収支見通し

○ 今年度取り組んだ歳出歳入改革を反映した令和２(2020)年度当初予算案をベース
に、今後の収支見通しを試算したものが下表です。

○ 行財政改革行動計画で定めた計画期間である令和５(2023)年度まで各年度平均し
て約100億円の収支不足額が見込まれます。

○ 基金の枯渇の見込は令和７(2025)年度以降に先送りされますが、現計画期間後の
令和６(2024)年度に職員給与の臨時的削減の終了や公債費の実負担の増加などによ
り財政状況の悪化が見込まれることから、現計画期間内に更に徹底して行財政改革
に取り組む必要があります。

(2) 財源対策的基金等の状況

※R1以降の基金残高はR2.2.5時点の見込み
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507 498 487
451

381 381 363 330
280

230

371 337
275

194

94
39 39 61

111
161

0

100

200

300

400

500

600

H27年度末
(2015)

H28年度末
(2016)

H29年度末
(2017)

H30年度末
(2018)

R1年度末
(2019)

R2年度末
(2020)

R3年度末
(2021)

R4年度末
(2022)

R5年度末
(2023)

R6年度末
(2024)

財源対策的基金

県債管理基金（公債費調整分）

（億円）

歳入 A 12,092 11,853 12,188 12,066 11,946

県税 2,646 2,690 2,700 2,717 2,732

2,757 2,684 2,652 2,627 2,590

その他 6,689 6,479 6,836 6,722 6,624

うち国庫支出金 1,370 1,342 1,333 1,333 1,329

うち県債（資金手当債を除く） 2,186 1,951 2,310 2,185 2,047

うち資金手当債 112 107 112 100 124

うち行政改革推進債 78 82 78 79 78

うち退職手当債 34 25 34 21 46

歳出 B 12,197 11,956 12,289 12,158 12,106

2,402 2,338 2,322 2,289 2,335

2,970 2,819 3,152 3,006 2,863

うち県実負担 669 726 718 716 742

1,837 1,655 1,610 1,611 1,610

4,988 5,144 5,205 5,252 5,298

収支改革額 α -          35 40 42 110       

収支不足額 (A-B+α) C ▲ 105 ▲ 68 ▲ 61 ▲ 50 ▲ 50

県債管理基金（公債費調整分） D 55 0 0 0 0

財源対策的基金 E 50 68 61 50 50

合  計 105 68 61 50 50

県債管理基金（公債費調整分） F 0 0 22 50 50

財源対策的基金 G 50 50 28 0 0

合  計 50 50 50 50 50

県債管理基金（公債費調整分） (前年-D+F) 39 39 61 111 161

財源対策的基金 (前年+C+D+G) 381 363 330 280 230

合  計 420 402 391 391 391

R6
（2024）

人件費

公債費

投資的経費  ※

一般行政経費

取崩額

年度内
積戻し

年度末
残高

地方交付税＋臨時財政対策債

※R3以降、国補正予算等の有利な財源の活用による事業量の増加は見込んでいない。

(単位：億円)

区分
R2

（2020）
R3

（2021）
R4

（2022）
R5

（2023）

２ 歳出歳入改革の目標
① 収支均衡を図るための必要額
令和５(2023)年度に収支均衡を図るためには、基金の積戻し（50億円）を見込んだ

上で更に年度平均約40億円の収支改革が必要です。
また、現計画期間後の令和６(2024)年度に財政状況の悪化が見込まれることから、

計画期間中に更なる収支改革が必要です。

■改革を実行した場合の財政収支見通し（試算①）

■改革を実行した場合の財源対策基金等の状況（試算①）

※R1以降の基金残高はR2.2.5時点の見込み
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507 498 487
451

381 381 381 348 323

230

371 337
275

194

94
39

2 0 0 0
0

100

200

300

400

500

600

H27年度末
(2015)

H28年度末
(2016)

H29年度末
(2017)

H30年度末
(2018)

R1年度末
(2019)

R2年度末
(2020)

R3年度末
(2021)

R4年度末
(2022)

R5年度末
(2023)

R6年度末
(2024)

財源対策的基金

県債管理基金（公債費調整分）

（億円）

歳入 A 12,092 11,853 12,188 12,066 11,946

県税 2,646 2,690 2,700 2,717 2,732

2,757 2,684 2,652 2,627 2,590

その他 6,689 6,479 6,836 6,722 6,624

うち国庫支出金 1,370 1,342 1,333 1,333 1,329

うち県債（資金手当債を除く） 2,186 1,951 2,310 2,185 2,047

うち資金手当債 112 107 112 100 124

うち行政改革推進債 78 82 78 79 78

うち退職手当債 34 25 34 21 46

歳出 B 12,197 11,956 12,289 12,158 12,106

2,402 2,338 2,322 2,289 2,335

2,970 2,819 3,152 3,006 2,863

うち県実負担 669 726 718 716 742

1,837 1,655 1,610 1,611 1,610

4,988 5,144 5,205 5,252 5,298

収支改革額 α -          16 16 17 17        

収支不足額 (A-B+α) C ▲ 105 ▲ 87 ▲ 85 ▲ 75 ▲ 143

県債管理基金（公債費調整分） D 55 37 2 0 0

財源対策的基金 E 50 50 83 75 143

合  計 105 87 85 75 143

県債管理基金（公債費調整分） F 0 0 0 0 0

財源対策的基金 G 50 50 50 50 50

合  計 50 50 50 50 50

県債管理基金（公債費調整分） (前年-D+F) 39 2 0 0 0

財源対策的基金 (前年+C+D+G) 381 381 348 323 230

合  計 420 383 348 323 230

R6
（2024）

人件費

公債費

投資的経費  ※

一般行政経費

取崩額

年度内
積戻し

年度末
残高

地方交付税＋臨時財政対策債

※R3以降、国補正予算等の有利な財源の活用による事業量の増加は見込んでいない。

(単位：億円)

区分
R2

（2020）
R3

（2021）
R4

（2022）
R5

（2023）

② 大規模災害時に対応可能とするための目標額
大規模災害があっても対応できるよう、基金残高を最低限230億円確保するために

は、積戻し(50億円)を見込んだ上で更に年度平均約17億円の収支改革が必要です。
令和２(2020)年度の収支改革を着実に実行するとともに、更なる歳出歳入改革を行

うことにより、目標額を確実に達成できるよう取り組んでいく必要があります。

■改革を実行した場合の財政収支見通し（試算②）

■改革を実行した場合の財源対策基金等の状況（試算②）

※R1以降の基金残高はR2.2.5時点の見込み
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３ 歳出歳入改革の方向性

○ 本改訂では、本県の人口動態・歳入規模に見合った歳出構造への転換に
向け、令和２(2020)年度当初予算編成での歳出歳入改革の取組を踏まえて、
中期財政収支見通しを試算しました。
○ 今回の試算結果を踏まえると、令和５(2023)年度での収支均衡を図るた
めには、行財政改革行動計画に記載した歳出歳入改革項目について、更なる
取組を進めていく必要があります。
さらに、現計画期間後の令和６(2024)年度に職員給与の臨時的削減の終

了や公債費の実負担の増加などにより財政状況の悪化が見込まれることか
ら、今後の収支不足にも対応するため、現計画期間内に収支改革額を上乗せ
していくことが必要です。
○ そのため、行財政改革行動計画で示した歳出歳入改革項目の具体的な取
組を継続的に進めていくとともに、歳出歳入改革の取組成果や経済状況等を
踏まえ、令和３(2021)年度予算編成フレームの中で更なる取組について具体
化していきます。

R1年度

中期財政収支

見通し

R2年度

歳出歳入改革の

具体的な取組

公債費負担

適正化計画

改
訂

行財政改革行動計画
として再編

※具体的なスケジュールや内容は変更の場合あり

10月 2月

改
訂

策
定

改
訂

9月 2月

実質公債費比率の推計 推
計

新年度予算編成
フレーム

当初予算
発表

当初予算編成の中

で各事業の見直し、

点検等を実施

R1決算等を踏まえ
収支見通しを改訂

フ
レ
ー
ム

行動計画に示した
取組を検討・実施

中期財政収支見通しの改訂を
踏まえ、必要な収支改革額や
予算編成方針を提示
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